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鈴鹿市上下水道局宿日直等業務及び量水器取替業務委託事業者選定プロポーザル実施要領 

 

鈴鹿市上下水道局（以下「上下水道局」という。）は，鈴鹿市上下水道局宿日直等業務及び量水

器取替業務（以下「業務委託」という。）の委託事業者を公募型プロポーザル方式により募集しま

す。委託事業者の選定に当たっては，緊急修繕等の体制強化と安定性を確保するため，プロポーザ

ル実施に伴い設置する鈴鹿市上下水道局宿日直等業務及び量水器取替業務受託候補者選定委員会

（以下「選定委員会」という。）により，価格だけでなく，技術力，実績等について，総合的な審

査を行います。 

参加を希望する場合は，プロポーザル参加表明書に必要書類を添付して提出してください。 

 

第１ 業務概要 

１ 業務名 

鈴鹿市上下水道局宿日直等業務及び量水器取替業務委託 

２ 業務内容 

(１) 宿日直等業務（宿日直業務及び待機業務をいう。） 

(２) 緊急関連修繕業務（以下「修繕業務」という。） 

(３) 量水器取替業務（量水器定期取替業務（以下「定期取替業務」という。）及び量水器緊急取替

業務（以下「緊急取替業務」という。）をいう。） 

なお，各号に掲げる業務の必要最小限の業務内容は，それぞれ別表に定めるとおりとする。 

３ 業務場所 

鈴鹿市全域，亀山市川崎町の一部及び亀山市井田川町の一部 

４ 委託期間 

(１) 業務履行準備期間・・・契約締結日から令和６年３月３１日まで 

(２) 業務履行期間・・・令和６年４月１日から令和１０年１２月３１日まで 

５ 提案見積上限額総額（消費税及び地方消費税を除く。） 

   ４１９，２８０，０００円 

   内訳  宿日直等業務の上限額 １６３，５００，０００円 

       定期取替業務の上限額 ２５５，７８０，０００円 

  なお，修繕業務及び緊急取替業務は，本手続において見積額の提示は必要ないが，当該委託料

は，それぞれ実施した工種の数量に別記に規定する単価を乗じて得た額とする。 
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第２ プロポーザルスケジュール 

項    目 日    程 備    考 

参加表明書の提出期間 
令和５年１１月２７日(月) 

午後４時まで  

提出場所：水道工務課 

     維持管理グループ 

参加資格審査結果通知 令和５年１２月７日(木)予定  

業務提案書作成に係る

資料閲覧期間 

令和５年１２月１１日(月)から 

令和６年１月１５日(月)まで 

閲覧場所：水道工務課 

     維持管理グループ 

業務提案書等作成に係

る質問書の提出期間 

令和５年１２月１１日(月)から 

令和５年１２月２５日(月)まで 

提出場所：水道工務課 

     維持管理グループ 

プロポーザル説明会 令和５年１２月１２日(火) 開催場所：上下水道局 

質問書に対する回答 令和６年１月１０日(水)まで  

提案書等の提出期間 

令和５年１２月１１日(月)から 

令和６年１月１５日(月) 

午後４時まで 

提出場所：水道工務課 

     維持管理グループ 

プレゼンテーション及

びヒアリング最終受託

候補者審査会 

令和６年１月２４日(水)午後 開催場所：上下水道局 

選定結果通知 令和６年１月下旬 予定  

 

第３ 参加資格 

１ プロポーザル参加資格 

プロポーザルに参加できるものは，次のいずれにも該当するものとする。  

(１) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項各号に掲げる者に該

当しない者であること。 

(２) 鈴鹿市上下水道局指定給水装置工事事業者に登録後２年以上経過していること。 

(３) 鈴鹿市入札参加資格者名簿の土木一式に登録があること。 

(４) 鈴鹿市内に本店を有すること。 

(５) 水道料金，公共下水道使用料又は農業集落排水処理施設使用料，鈴鹿市公共下水道事業受

益者負担金及び市税を滞納していないこと。 



- 3 - 

 

(６) 別に定める基準を満たす技術者，技能者等を配置できること。 

(７) 業務全般の履行，運営管理等を統括するために総括責任者を配置できること。 

(８) 平成３０年以降に元請として，上下水道局が発注した送水管又は配水管（口径が５０ミリ

メートル以上のものに限る。）の布設工事又は修繕工事の施工実績があること。 

(９) 鈴鹿市建設工事等資格停止措置要綱（平成１１年鈴鹿市告示第１４８号）に基づく資格停

止措置及び鈴鹿市上下水道局指定給水装置工事事業者の違反行為等に係る事務処理要綱（令和

５年６月１９日制定）に基づく処分（指定の取消し又は指定の停止）を受けていないこと。 

(１０) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生

法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てが行われていないこと。 

(１１) 個人情報の漏えい，滅失，毀損又は改ざんの防止その他個人情報の適正な保護及び管理

のために必要な措置を講ずることができること。 

(１２) 修繕業務及び緊急取替業務で使用するため別に定める方法により算出する単価につい

て，業務委託に係る契約と併せて単価契約を行うことを了承すること。 

２ 共同企業体の参加要件 

共同企業体（業務委託を遂行するために市内に本店を有する中小建設業者がその経営力及び施

工力を強化することを目的として結成されたものをいう。以下同じ。）であって，次のいずれに

も該当するものは，プロポーザルに参加することができる。 

(１) 構成員の数は，２又は３とすること。 

(２) 自主結成によるもので，全ての構成員が一体となって工事を施工する共同施工方式により

施工すること。 

(３) 共同企業体として代表者を定め，当該代表者が共同企業体を代表してその権限を行うこと

を名義上明らかにした上で，上下水道事業管理者（以下「発注者」という。）と折衝する権

限，業務委託料を請求し及び受領する権限並びに企業体に属する財産を管理する権限を有する

こと。 

(４) 代表者の出資比率が構成員の中で最大であり，全ての構成員の出資比率は，均等割の１０

分の６以上であること。この場合において，金銭以外のものによる出資のときは，時価を参酌

してその構成員が協議して評価するものとする。 

(５) 構成員が業務委託において結成し，登録することができる共同企業体の数は，１とするこ

と。 

(６) 構成員は，委託業務の履行及びその実施に伴い共同企業体が負担する債務の履行に関し，

連帯して責任を負うこと。 

(７) 前項第６号，第７号，第１１号及び第１２号のいずれにも該当すること。 

(８) 全ての構成員が前項第１号から第３号まで，第５号及び第８号から第１０号までのいずれ
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にも該当すること。 

(９) 構成員は，法人又は第４項で規定する協力会社等として，プロポーザルに参加していない

こと。 

３ 共同企業体として業務委託契約を行った場合の遵守事項 

 プロポーザルの結果，共同企業体として業務委託契約を行った場合は，次のことを全て遵守す

ること。 

(１) 共同企業体は，業務委託の履行完了後３か月を経過するまでの間は，解散することができ

ない。 

なお，共同企業体が解散した後においても，施工工事に係る契約不適合等について，各構成

員は連帯してその責任を負う。 

(２) 共同企業体は，業務委託共同企業体協定書に基づく権利及び義務は，他人に譲渡すること

はできない。 

(３) 構成員は，発注者及び構成員全員の承認がなければ，業務委託の契約が満了するまで共同

企業体を脱退することができない。 

(４) 構成員のうち業務委託の履行期間途中において脱退したものがある場合においては，残存

構成員が連帯して業務委託を完了する。 

(５) 構成員のうち脱退したものがあるときは，残存構成員の出資比率は脱退構成員が脱退前に

有していた出資比率により分割し，これを前項第４号に規定する割合に加えた割合とする。 

(６) 共同企業体は，構成員のうちいずれかが業務委託の履行期間途中において重要な義務の不

履行その他除名し得るに正当な事由を生じさせた場合においては，他の構成員及び受注者の承

認により当該構成員を除名することができるものとする。 

(７) 共同企業体は，除名した構成員に対しその旨を通知しなければならない。 

(８) 構成員が除名された場合は，第４号及び第５号を準用する。 

(９) 構成員のうちいずれかが業務委託の履行期間途中において破産又は解散した場合において

は，第４号及び第５号を準用する。 

(１０) 代表者が脱退した場合，除名された場合又は代表者としての責務を果たせなくなった場

合は，従前の代表者に代えて，他の構成員全員及び受注者の承認により残存構成員のうちいず

れかを代表者とすることができる。 

(１１) 業務委託で生じた利益金及び欠損金の負担の割合は，前項第４号に規定する出資の割合

とする。ただし，構成員間で合意がある場合については，この限りではない。 

４ 協力会社等 

委託業務の履行に協力会社等（受注者以外の会社等で受注者に協力するため鈴鹿市上下水道局

宿日直等業務及び量水期取替業務委託に係る協力会社等名簿に記載されたものをいう。以下同
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じ。）を参加させる場合にあっては，協力会社等は次の要件を満たすこと。ただし，宿日直業務

について，発注者が認めるときは，この限りでない。 

(１) 鈴鹿市内に本店又は所在地を有すること。 

(２) 平成３０年以降に元請又は下請として，上下水道局が発注した送水管，配水管又は給水管

の布設工事又は修繕工事の施工実績があること。 

(３) 法人，共同企業体の構成員又は他の協力会社等として，プロポーザルに参加していないこ

と。 

(４) 別に定める基準を満たす配管工を配置できること。  

５ 参加資格の基準日 

参加資格の基準日は，プロポーザル参加表明書の提出日とする。ただし，参加資格確認後から

審査結果の決定日までに前各号の参加資格要件のいずれかを欠く事態が生じた場合は，失格とす

る。 

 

第４ 参加申込み 

１ プロポーザル参加申込時必要書類 

プロポ―ザルに参加しようとするものは，プロポーザル参加表明書（様式第１号）に次の必要

書類を添付して提出すること。 

(１) 宣誓書（様式第２号） 

(２) 会社概要表（様式第３号） 

ア 設立年月日，資本金，所在地等が確認できるもの 

イ 法人登記簿謄本（プロポーザル参加表明書を提出する日を基準として，３か月以内に発行

されたものに限る。） 

(３) 財務等状況書（様式第４号） 

ア 最新の経営規模等評価結果通知書及び総合評定値通知書 

(４) 技術者及び技能者等の必要資格関係書類 

ア 技術者等名簿（様式第５号）及び技術者等経歴書（様式第６号） 

イ アの書類に記載された者の在籍を証明できる書類及び資格証の写し 

(５) 工事実績表（様式第７号） 

ア 工事の実績が証明できる契約書又は完成認定書 

(６) 市税に滞納がないことを証明する書類（納税証明書）  

(７) 使用印鑑届（様式第８号） 

２ 共同企業体での参加申込の場合 

共同企業体を構成してプロポ―ザルに参加しようとするものは，プロポーザル参加表明書に次

の必要書類を添付して提出すること。 

(１) 業務委託共同企業体申請書（様式第９号） 

(２) 業務委託共同企業体協定書（様式第１０号） 

(３) 前項第４号及び第７号の書類 
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(４) 構成員それぞれについて，前項第１号から第３号まで，第５号及び第６号の書類 

３ 協力会社等 

委託業務の履行に協力会社等を参加させる場合は，第１項又は第２項の書類に次の書類を添付

して提出すること。 

(１) 鈴鹿市上下水道局宿日直等業務及び量水期取替業務委託に係る協力会社等名簿（様式第１

１号） 

(２) 協力会社等について，第１項第４号及び第５号の書類 

４ 提出期間 

公告日から令和５年１１月２７日（月）まで 

   ※日曜日及び土曜日並びに国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日

（以下「休日」という。）を除く，平日午前８時３０分から午後５時１５分（令和５年１１月２

７日にあっては，午後４時）まで 

５ 提出先 

水道工務課 維持管理グループ 

電話 059-368-1678 

６ 提出方法 

持参を原則とする。 

７ その他 

  プロポーザル参加表明書を提出したものが，プロポーザル参加を辞退しようとする場合は，プ

ロポーザル参加辞退届（様式第１２号）を提出すること。 

  

第５ 審査結果の通知 

参加資格の審査は，選考委員会において行い審査の結果，プロポーザルへの参加資格を有すると

判断したもの（以下「参加事業者」という。）には，プロポーザル参加資格審査結果通知書兼参加

要請書を送付する。また，プロポーザルへの参加資格を有しないと判断したものには，プロポーザ

ル参加資格審査結果通知書を送付する。 

 

第６ 資料の閲覧 

 参加事業者は，業務提案書及び提案見積書（以下「業務提案書等」という。）の作成に必要な資

料を閲覧することができる。 

１ 閲覧期間 

  令和５年１２月１１日（月）から令和６年１月１５日（月）まで 

  ※日曜日及び土曜日，休日並びに令和５年１２月２９日から令和６年１月３日までの日を除

く，各日午前８時３０分から午後５時１５分まで 

２ 閲覧場所 

水道工務課 維持管理グループ 

電話 059-368-1678 
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３ 閲覧注意事項 

(１) 資料の持ち出しは認めない。 

(２) 資料の閲覧において知り得た情報は，他に漏らしてはならない。 

 

第７ 業務提案書等作成に係る質問書の提出期間 

１ 受付期間 

  令和５年１２月１１日（月）から同月２５日（月）まで 

  ※日曜日及び土曜日を除く，各日午前８時３０分から午後５時１５分まで 

２ 質問書の提出方法 

プロポーザル参加に関する質問書（様式第１５号）に記載し，上下水道局水道工務課維持管理

グループへ電子メールで提出すること。 

なお，電子メール送信後は，水道工務課維持管理グループに電話すること。 

３ 提出先 

  上下水道局水道工務課維持管理グループ 

  電子メール suidokomu@city.suzuka.lg.jp 

  電話 059-368-1678 

４ 回答期日 

  令和６年１月１０日（水） 

５ 回答方法 

  鈴鹿市上下水道局ホームページで公開する。 

６ その他 

 (１) 質問は電話や口頭での対応は行わない。また，回答に対する再質問は受け付けない。 

 (２) 回答に当たっては，質問を行った者の名称等は公表しない。また，意見の表明と解される

ものについては回答しない場合がある。 

 

第８ プロポーザル説明会 

参加事業者を対象に，次のとおり説明会を実施する。 

なお，説明会への参加人数は，各参加事業者３名程度とする。 

１ 実施日時 

 令和５年１２月１２日（火） 

  ※時間については，プロポーザル参加資格審査結果通知書兼参加要請書の送付時に連絡する。 

２ 実施場所  

上下水道局 本館２階 第３会議室 

３ 説明内容 

(１) 業務委託の概要（業務目的，業務委託に係る内容等）の説明 

(２) 事業の規模（業務量）の説明 

 

第９ 業務提案書等の提出 
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１ 業務提案の提出書類 

参加事業者は，業務提案書（様式第１６号），提案見積書（様式第１７号），宿日直等業務委

託積算内訳書（様式第１８号）及び定期取替業務委託積算内訳書（様式第１９号）に次の必要書

類を添付して提出すること。 

(１) 会社の内容に関する事項 

(２) 修繕に関する工事実績表（様式第２０号） 

(３) 技術者，重機等の数（重機・小機器の調書（様式第２１号）） 

(４) 業務体制及び業務執行計画 

(５) 人員配置，兼務者等（様式第２２号） 

(６) 総括責任者について（様式第２３号） 

(７) バックアップ体制 

(８) 宿日直業務に対する考え方 

(９) 待機業務に対する考え方 

(１０) 修繕業務に対する考え方 

(１１) 量水器取替業務に対する考え方 

(１２) その他業務に係る提案 

 (１３) プレゼンテーション及びヒアリング出席者報告書（様式第２４号） 

２ 提出期間 

プロポーザル参加資格審査結果通知書兼参加要請書を受け取った日から令和６年１月１５日（月）

まで 

   ※日曜日及び土曜日，休日並びに令和５年１２月２９日から令和６年１月３日までの日を除く，各

日午前８時３０分から午後５時１５分（令和６年１月１５日にあっては午後４時）まで 

３ 提出先 

水道工務課 維持管理グループ 

電話 059-368-1678 

４ 提出方法 

持参を原則とする。電子記憶媒体での提出は認めない。また，提出された業務提案書等は返却

しない。 

５ 製本 

業務提案書等の提出部数は，正本１部，副本１０部とする。また，業務提案書等の規格は縦Ａ

４版で横書き，左綴じとし，通し番号を記入の上，ページの最初に目次を付け，各ページには頁

番号を記入し提出部数ごとに綴り，提出する。ただし，Ａ３版を使用する場合は折り綴りとす

る。 

６ その他 

(１) 業務提案書等の作成に係る費用は，参加事業者の負担とする。 

(２) 提案は，１参加事業者につき１案とし，複数の提案はできない。 

(３) 受理された業務提案書等の変更，補正は認めないので注意して作成すること。 

(４) 提出された書類は，審査の必要に応じ複製を作成することがある。 
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第１０ 業務提案書等に関するプレゼンテーション及びヒアリング 

１ 実施日時 

  令和６年１月２４日（水）午後 

  ※時間については，業務提案書等の提出後に連絡をする。 

２ 実施場所  

上下水道局 本館２階 第３会議室 

３ 出席者 

  プレゼンテーション及びヒアリング出席者報告書で報告した者が出席すること。 

 

第１１ 選考審査 

１ 審査 

  業務提案書等の審査は，評価基準に基づき，選定委員会が行う。 

なお，審査は非公開とする。 

２ 評価基準 

  評価基準は，選定委員会が別に定める。 

３ 審査結果 

  審査結果は，参加事業者全てに通知する。 

４ 最終受託候補者の選定 

審査の結果，評価点数の合計が最も高かったものを，鈴鹿市上下水道局宿日直等業務及び量水

器取替業務委託を随意契約で締結する最終受託候補者とする。ただし，最終受託候補者に委託業

務を履行することができない事由が生じた場合は，プロポーザルにおいて次順位以下となった参

加事業者のうち上位のものから順に業務委託に係る契約の交渉を行う。 

なお，参加事業者が１者であった場合は，審査及び評価を行った後に，その参加事業者を最終

受託候補者とするかどうかを選定委員会での協議により決定する。 

 

第１２ 契約，その他 

１ 委託契約 

(１) 最終受託候補者と業務委託に係る契約の条件について協議し，契約を締結する。 

(２) 契約の仕様は，公告及び本要領で示した内容を基本とし，最終受託候補者の提出した業務

提案書等の内容を踏まえたものとする。 

(３) 契約を行った受注者には，円滑に業務委託を行えるよう準備を行わせるものとする。業務

履行準備期間に発生する費用は，発注者と受注者とが協議の上，必要な費用について，発注者

が負担する。なお，受注者が平成３０・３１・３２・３３・３４・３５年度鈴鹿市上下水道局

宿日直等業務及び量水器取替業務委託の受注者である場合は，受注者がその費用を負担する。 

２ 事実と異なる業務提案書等の取扱い等 

(１) プロポーザルに関する参加事業者の提出書類，参加資格等に事実と異なることが判明した

場合は，その内容を委員会が審査し，その取扱いを決定する。 

(２) 委員会が，必要に応じて当該参加事業者に対し，その内容についてヒアリングを行うこと
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がある。 

(３) 審査の結果，その内容が重大又は悪質であり，プロポーザルの公正性及び公平性を著しく

損なうおそれがあると認めた場合は，既に決定した事項を取り消すことがある。 

 

３ 失格要件 

(１) プロポーザル参加表明書を提出したものが次の各号のいずれかに掲げる事由に該当した場

合は，審査結果にかかわらず，既に決定した事項を取り消し，失格とすることがある。 

ア 業務提案書等の作成に関して不正行為が認められた場合 

イ 業務委託に係る契約の締結前に鈴鹿市建設工事等資格停止措置要綱（平成１１年鈴鹿市告

示第１４８号）第３条第１項の規定による資格停止及び鈴鹿市上下水道局指定給水装置工事

事業者の違反行為等に係る事務処理要綱（令和５年６月１９日制定）に基づく処分（指定の

取消し又は指定の停止）となった場合 

ウ 宿日直等業務又は定期取替業務の提案見積額の上限額のいずれかを超えた見積りがあった

場合 

エ 第３に掲げる要件のいずれかを満たさないことが判明した場合 

４ 契約額及び履行内容 

  特別な事情がない限り，提案見積額を契約額とする随意契約を最終受託候補者と締結する。ま

た，当該契約を締結した最終受託候補者は，委託業務履行に当たり，仕様書に定めるもののほ

か，誠意をもって提案内容を実施しなければならない。 

５ 消費税の取扱い 

  法令等の改正により消費税等の税率が変動した場合，改正以降は変動後の税率により計算する

ものとする。 

６ 契約保証金 

  契約を締結するときは，契約金額の１００分の１０以上の契約保証金を納めなければならな

い。 

７ 異議申立て 

  審査に関する方法，内容及び結果に対する異議申立ては認めない。 

８ 情報公開 

  このプロポーザルに関して，参加事業者から提出された書類は，鈴鹿市情報公開条例（平成１

３年鈴鹿市条例第２９号）等の規程に基づき，公開する場合がある。 

９ 事務局 

  上下水道局水道工務課維持管理グループ 

  電話 059-368-1678 

  FAX  059-368-1667 

電子メール suidokomu@city.suzuka.lg.jp 
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別表 

項目 内容等 

宿日直等業

務 

宿日直業務の

業務内容 

(１) 受注者が準備する電話機及び電話回線を使用して，次

の時間帯において市民等からの電話に応対し，相手方の氏

名その他必要な情報を記録すること。また，必要に応じて

発注者に報告すること。 

ア 鈴鹿市の休日を定める条例（平成元年鈴鹿市条例第２

号）第２条第１項に規定する休日（以下「市の休日」と

いう。）の午前８時３０分から午後５時１５分まで 

イ 毎日午後５時１５分から翌日の午前８時３０分まで 

(２) 当該電話の内容が漏水など現地での確認が必要である

場合は，待機業務に従事する者に連絡を行うこと。 

(３) 宿日直業務に係る日誌を作成し，１か月分をまとめて

翌月の１０日までに発注者に提出すること。 

(４) この業務の実施に当たり発注者が指示を行った場合

は，これに従うこと。 

待機業務の業

務内容 

(１) 漏水など現地での確認が必要な場合等に即応できるよ

う監督者，配管工及び作業者を配置して終日待機させるこ

と。この場合において，待機業務に従事する者（監督者を

除く。）が必要な場合等に即応できるときは，待機業務以外

の業務に従事することを妨げない。 

(２) 宿日直業務の従事者又は上下水道局職員から現地を確

認する指示等があった場合は，監督者は速やかに現場に赴

き，水道施設の確認等を行うとともに，調査，修繕，取替

え等の必要性及び緊急性を判断して，その内容を発注者に

報告し，その指示に従うこと。 

(３) 待機業務における監督者の出動に係る監督者出動報告

書を作成し，１か月分をまとめて翌月の１０日までに発注

者に提出すること。 

その他 (１) 業務を行うに当たって，あらかじめ各業務に従事する

者等についての名簿を発注者に提出する。 

(２) 水道メーターより宅地内側の用件について，相手方か

ら修繕の依頼があった場合は，積極的に応じるよう努めな

ければならない。  

(３) 宿日直業務及び待機業務を遂行するための経費は，諸

経費に含まれている。 

(４) 制水弁の操作を伴う場合は，上下水道局職員が操作す

るため，発注者に連絡する。 
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修繕業務 業務内容 (１) 上下水道局が管理する水道施設等又は給水装置の漏

水，破損，不良等で緊急に対応する必要がある場合に発注

者の指示を受け，調査，修繕その他必要な措置を行うこと。 

(２) 工事完成報告書を作成し，工事写真を添えて発注者に

提出すること。 

施行義務 修繕業務の履行は，発注者の指示があるときは，次の対応

をする。 

(１) 終日の対応 

(２) 重複する複数の業務への対応 

(３) 速やかな現場着手 

技術者等の配

置 

主任技術者を適正配置する。発注者が必要と認める場合は，

現場代理人を主任技術者に加えて配置すること。 

配管等 配管及びこれに類する施設（弁類筐など）の施工は別に定

める基準に規定する配管工が行わなければならない。 

人員等の確保 修繕業務を実施するに当たって，必要とする人員等が不足

していると判断した場合は，自ら確保する。 

資機材の確保 修繕業務に使用する資機材の備蓄に努めなければならな

い。なお，配管資材等は，上下水道局が支給する場合はこれ

を優先して使用する。 

技能者の育成 業務の特殊性に鑑み，不断水工法等の技能の習得又はその

技能を十分有する者を確保するよう努めなければならない。 

量水器取替

業務 

定期取替業務

の業務内容 

(１) 発注者が，月ごとの定められた日に引き渡す検定期限

満了量水器取替リスト，水道メーター取替票その他資料に

基づき，有効期間（計量法（平成４年法律第５１号）第１

６条第１項第３号の有効期間をいう。以下同じ。）を経過す

る前に，原則として市の休日以外の日の午前８時３０分か

ら午後５時１５分までに量水器を計画的に取り替えるこ

と。 

(２) 取り替える量水器の口径が４０ミリメートル以上であ

る場合にあっては，使用者と取替えの日時を調整し，及び

制水弁の操作を行うこと。 

(３) 量水器定期取替完了報告書，水道メーター取替票その

他必要な書類を作成し，提出すること。 

緊急取替業務

の業務内容 

(１) 原則として市の休日以外の日の午前８時３０分から午

後５時１５分までに発注者が随時FAXで送信する交換対象

となる場所等のデータに基づき，次に掲げる場合に量水器

を取り替えること。 

ア 給水開栓の際に有効期間を経過している場合 
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イ 給水開栓の際に故障等で取り替える必要がある場合 

ウ 緊急に対応する必要がある場合で，発注者の指示を受

けたとき。 

(２) 工事完成報告書を作成し，工事写真を添えて発注者に

提出すること。 

(３) 取り替える量水器の口径が４０ミリメートル以上であ

る場合にあっては，使用者と取替えの日時を調整し，及び

制水弁の操作を行うこと。 

施行義務 量水器取替業務の履行は，発注者の指示があるときは，次

の対応をする。 

(１) 終日の対応 

(２) 重複する複数の業務への対応 

(３) 速やかな現場着手  

(４) 契約終了後半年間は，当工事が起因となった修繕工事

においては，責任をもって対応すること。 

技術者等の配置 給水装置工事主任技術者の有資格者を配置する。 

支給材料 発注者は，取替えに際し，新しい量水器を引き渡す。 

人員等の確保 量水器取替業務を実施するに当たって，必要とする人員等が

不足していると判断した場合は，自ら確保する。 

その他 (１) 量水器取替業務に従事しようとする作業員は，名簿を

提出すること。名簿提出後，発注者主催の研修を受講する

こと。 

(２) 量水器取替業務にかかる制水弁の操作は，発注者主催

の制水弁操作研修を受講した作業員が行うこと。 
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別記 

使用単価 

修繕業務及び緊急取替業務で使用する単価（以下「使用単価」という。）について必要な事項を

定める。 

（単価の上限） 

第１ 発注者は，第６「単価，積算及び現場諸条件の適用」に基づき，水道資材等の単価及び，掘

削，据付等の代価にそれぞれの経費率等を乗じて得た単価等（以下｢基礎単価」という。）の総

和を算出し，この額をもって当該基礎単価の上限額とする。 

第２ 受注者は，基礎単価の総和の金額について提案見積額を算出し，提案見積書を発注者に提出

する。ただし，前項の上限額を超えることはできない。 

（使用単価） 

第３ 次の式により算出した単価（以下「使用単価」という。）により契約する。 

基礎単価×提案見積額÷基礎単価の総和（１円未満の端数があるときは，これを切り捨てた額） 

（工種別数量の最小単位） 

第４ 受注者は，請求金額を算出する際の工種別数量について，積算時表示単位は全て小数点以下

第３位を四捨五入して２位止めとする。ただし，整数で表記できる場合この限りではない。 

第５ 第４により算出した工種別数量が0.01以下となった場合，発注者及び受注者との協議により

工種別数量は0.01として算出することができる。 

（単価，積算及び現場諸条件の適用） 

第６ 単価，積算及び現場諸条件の適用については，表-１及び表-２のとおりとする。 

（契約単価の改定等） 

第７ 使用単価は，上下水道局が行う単価の改定のうち，年度ごとに行う主要な水道資材等の改定

時の単価を，翌年度の単価として年度当初に改定する。 

第８ 委託期間中に，契約単価が新たに必要になった場合においても，これに従い決定するものと

する。 

（その他） 

第９ 現場状況及び特殊工法による作業を行った場合，使用する単価については，発注者及び受注

者の協議によるものとする。 

表-１（修繕業務の条件） 

単価適用日 設計単価表（三重県発行）:令和5年4月1日改訂 

鈴鹿市水道工事資材単価表:令和5年7月 

積算基準適用版 水道施設整備費国庫補助事業に係る歩掛表:令和5年度 

積算基準（三重県発行）:令和4年度（令和5年5月一部改訂まで） 

建設機械等損料表:令和4年度 

諸経費条件 工種区分 開削工法及び小口径推進工事 

施工地域・工事場所区分 全地域（一般交通影響あり②） 
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前払金支出割合区分 0%から5%以下 

共通仮設費･現場管理費対象額 1000万円以下 

管材費の1/2の金額を控除しない 

一般管理費対象額 500万円以下 

経費率 共通仮設費率 15.98％ 

現場管理費率 41.57％ 

一般管理費率 24.75％ 

積算条件 掘削機種 BF0.13m3 

運搬機種 DT2ｔ積 

残土処分（自由処分） L=4km・DID区間あり 

業廃棄物の種類 ｺﾝｸﾘｰﾄ塊・ｱｽﾌｧﾙﾄ塊 

産業廃棄物の処分地及び運搬距

離 

再生処分場L=10km・DID区間あり 

施工条件 昼間施工時間 8:30～17:15 

夜間施工時間 17:15～翌8:30 

夜間労務単価＝基準額×1.50 

施工時間が区分をまたがる場合は，過半が属する区分を適用する。 

表-２（緊急取替業務の条件） 

単価適用日 設計単価表（三重県発行）:令和5年4月1日改定 

積算基準適用版 水道施設整備費国庫補助事業に係る歩掛表:令和5年度 準用 

諸経費条件 工種区分 開削工法及び小口径推進工事 

施工地域・工事場所区分 全地域（一般交通影響あり②） 

前払金支出割合区分 0%から5%以下 

共通仮設費･現場管理費対象額 1000万円以下 

一般管理費対象額 500万円以下 

経費率 共通仮設費率 15.98％ 

現場管理費率 41.57％ 

一般管理費率 24.75％ 

施工条件 昼間施工時間 8:30～17:15 

夜間施工時間 17:15～翌8:30 

夜間労務単価＝基準額×1.50 

施工時間が区分をまたがる場合は，過半が属する区分を適用する。 

 


